
項目名

■ □ □

循環型社会形成推進基本法、

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

どのように貢献したか

家庭や事業所から排出され
る食品ロス削減を広く訴える
ことで、廃棄物の原料に貢
献した。

２．飢餓をゼ
ロに

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。

どのように貢献したか

１３．気候変
動に具体的
な対策を

紙類やプラスチック類をごみ
として処理するのではなく、
貴重な資源としてリサイクル
を行い、地球温暖化の防止
に貢献した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

新たに２つの保育園に参加
していただいたことにより、
地球温暖化の防止や環境
にやさしい堆肥の作製に貢
献した。

１４．海の豊
かさを守ろう

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさを守ろう

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

生ごみ減量・資源化
推進事業

重要 自治事務 法定受託事務

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

9,118千円 8,977千円

H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

R元年度目標 R1実績

　様々な工夫をしながら事業を行っ
ているが、回収した生ごみを活用
する方策が発電などの原料として
ではなく、堆肥化することに留まっ
ていることから、堆肥を必要とする
使用者も限られていることもあり、
資源化の量及び奨励基数ともに今
後右肩上がりで増加していくことは
厳しい状況だが、保育園等の公共
施設の参加を促したり、ホーム
ページやチラシで市民に生ごみの
資源化を呼びかけていくことで、少
しでも状況が好転していければと
考えている。

R1年度に改善した点

①生ごみ資源化の回収量

②生ごみ処理機器等奨励基数
生ごみ資源化（堆肥化）の回収量

原則、前年度の実績数量を基に、これを上回る
よう設定している。

　生ごみ減量・資源化講演会の開催時に生ご
み処理機奨励金制度や資源化のＰＲをすると
ともに、講演会を行った自治会の希望者に水
切り啓発品をプレゼントし、生ごみの減量化に
協力を求めた。また、生ごみ減量・資源化事業
に新たに２つの公立保育園が参加していただ
けるようになり、生ごみの資源化を一歩進め
た。

　参加世帯の高齢化、世帯人員数の減少（子ど
もの独立等）に伴い、生ごみの排出量が減少し
たもの。なお、年度途中で参加自治会の１つが
脱退（約350世帯)し、公立保育園が2園新たに
加わった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　資源化の回収量については、最近の高齢化・
核家族化などの影響で年々回収量が減少傾
向にある。現在、１０自治会と１０の公共施設
が協力していただいているが、その中であらた
に参加してくれる市民がいないか呼びかけを
行うなどして、回収量を少しでも増やしたいと考
えている。65t

法定受託＋附加 9,118千円 8,508千円

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市生ごみ減
量化・資源化を推進するための奨励に関する要綱

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

　生ごみを回収し堆肥化を行うとともに、生ごみ処理
機器等を購入し、自主的に生ごみの減量や資源化
に取り組む市民に対し奨励金を交付することで、燃
やせるごみの約4割を占める生ごみの減量・資源化
を進める。

0.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 72ｔ 71t

7,374千円 臨時職員 0.00 人
①65t

②133基
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

71t 65t

期間 0.98 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S61年度～ 8,146千円 臨時職員 0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

資源の有効な利用の促進に関する法律、所沢市集
団資源回収事業報償金交付要綱

72,412千円

集団資源回収報償
金交付事業

優先

目標設定の考え方・根拠

①集団資源回収量

②登録団体数

13.0%

12.5%

13.0%

回収量が年々減少している事に加え、令和元
年度は古紙価格の急落に伴う協力業者の事業
規模縮小・撤退の影響で予測よりも回収量が落
ち込んだ。

R1年度に改善した点

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

集団資源回収にて回収される資源物の割合が
増えることで、行政回収の負担が減ることから、
集団資源回収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基
本計画の参考値に基づく。

団体向けのマニュアルを見直し、新しく事
業に携わる方にもわかりやすい内容を目
指した。

H30年度目標

法定受託＋附加 72,398千円 65,452千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

63,837千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

自治事務 法定受託事務

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

　集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子
ども会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボー
ル、古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きび
ん）を集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動
に対し、市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本
当たり6円）の報償金を交付し、ごみの減量と資源
化の推進を図る。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 13.0%

13.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,123千円 臨時職員 0.00 人

①10,563t

②511

R元年度目標 R1実績

団体だけでなく協力業者への支援も視野
に入れて事業の安定的な継続を図る。

Ｂ

世界最大の資源物輸入国である中
国の輸入規制に加え、世界的な新
型コロナウイルス流行の影響で、リ
サイクル業界はかつてないほど厳
しい状況に置かれている。
従来の啓発活動だけでなく、事業
を存続させる対策が必要である。

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｈ3年度～ 7,065千円 臨時職員 0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

食品ロスゼロのまち
促進事業

根拠法令 R1予算現額

重要

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

①協力店舗数
協力店舗数（累計）R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

200店

食品ロスゼロのまち協力店の登録
拡大を目指したが、目標を達成で
きなかった。
協力店登録へのメリット拡大のた
め市内イベントにも協力したが食品
ロス削減、協力店制度の周知が十
分に効果を発揮できなかったと考
えられる。
今後も周知啓発に向けて試行錯誤
を続けていく。

R1年度に改善した点

　食品ロス削減を実践する店舗を登録し、その
取組みを市民に紹介することで、食品ロス削減
の意識啓発を図るため、店舗数を指標とする。

食品ロスゼロのまち協力店とともに、食品
ロス削減レシピおよび動画を作成し、市
ホームページやYouTubeで公開した。「グ
ルメラリーinところざわ」に協力し、食品ロ
ス削減の啓発を行った。保健給食課主催
の「給食展」にて児童保護者への啓発活
動を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度既存協力店向けに実施したアン
ケート結果をもとに、協力店が使用しやす
いテーマ、商材での啓発を検討し、今後は
市内店舗への周知だけでなく協力店登録
へのメリット強化に努める。

R1目標値が未達成の理由・分析

6月から協力店の登録対象を「飲食店のみ」か
ら「飲食店および食料品を扱う小売店」に拡大
し、スーパーマーケットに営業を行ったが、協力
店登録への理解が得られず、目標に届かな
かった。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 435千円 509千円

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法、食品ロスの削減の推進に関する法律

386千円 186千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

　食品ロス削減を実践する店舗を「食品ロスゼロの
まち協力店」として登録し、取組内容等を紹介した
り、市ホームページ等で食材を無駄なく調理に使用
するレシピを紹介することにより、食品ロスを削減
し、「もったいないの心」の醸成とごみの減量を図
る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1正規職員
人件費

5,866千円

238店

臨時職員 0.00 人

①242店

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

250店 242店

250店

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｈ27年度～ 5,818千円 臨時職員 0.00 人

資源
循環
推進
課

・リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

古着・単一素材プラ
スチック等リサイク
ル事業

根拠法令 R1予算現額

8,259千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

リユースショップやインターネットで
の売買が主になってきている中で、
紙類・古着に関しては集積所収集
も実施していることから、当館事業
で資源化量の増加を見込むことは
厳しい状況にある。また、海外にお
けるプラスチック輸入の禁止など
で、プラスチック類の資源化を国内
で行うことに方針転換したことによ
り、資源化できるプラスチックの種
類が減ったが、チラシなどで市で拠
点回収を行っていることをＰＲしな
がら市民に協力を依頼し、目標達
成に向けた取り組みを行った。

0.00 人 R1実績 単一素材プラスチックは、国内リサイクルに切り
替えた結果、種類が限定されたことで数量が減
少した。紙類においては、公共施設以外の拠点
の充実や集積所収集も実施しており、またペー
パーレス化などにより数量が減少したと考え
る。

11,387千円 臨時職員

R1年度に改善した点

①事業における資源物の回収
量

事業における資源物の総回収量
原則、前年度の実績数量を基に、これを上回る
よう設定している。 単一素材プラスチックの資源化事業を国

外から国内で行うように見直しを図った。

R1決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①紙類（拠点回収分）   61.94t
　古着・古布(ｴｺｽﾃ分)   60.19t
　陶磁器　　　　            18.10t
　廃食用油　　　           14.25kℓ
　単一素材プラスチック　29.53t

R元年度目標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

資源物の回収は、集積所収集や集団資
源回収など選択肢があり、当事業での回
収量増加に関しては、厳しい面もあるが、
市民への周知を継続して行い、少しでも協
力していただける方を増やしてまいりた
い。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,250千円 7,381千円

循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清
掃に関する法律

8,023千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

2.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 190t 199.57t

200t 184.01t

18,604千円 臨時職員

期間 1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H3年度～ 0.00 人 184t

　牛乳パック等の紙類、古着・古布、陶磁器、廃食
用油及び単一素材プラスチック等を公共施設等の
拠点で回収し、ごみの減量・資源化を図る。

第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第３節　循環型社会

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

用地を取得することにより、
事業の推進を図った。

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

多くの市民に３Ｒや「もった
いないの心」について知って
もらうことで、市民一人一人
の環境意識の向上に貢献し
た。

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

どのように貢献したか

家具類や古着等をごみとし
て処理するのではなく、貴重
な資源としてリユース・リサ
イクルすることにより、地球
温暖化防止に貢献した。

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

家具類をごみとして処理す
るのではなく、貴重な資源と
してリユース・リサイクルを
行うことにより、地球温暖化
防止に貢献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R1年度に改善した点

古着のもったいない市においては、市民
ニーズに応えるべく、季節に合わせた品
物を展示するようにした。

R1目標値が未達成の理由・分析

　「もったいないの心」に基づき、普段何気なく
ゴミとして処分してしまうものを貴重な資源とし
て再利用するライフスタイルを市民にさらに啓
発していく。　頒布数の増加により収入も増加
することから、職員とボランティアの方々とが協
力してリユースの充実を図ってまいりたい。

Ｃ

再生家具候補の回収実績が、状態
の良い家具が減少したことと、家具
を再生する職員の確保が難しかっ
たことから目標を下回り、リサイク
ル率も下がってしまったため。今後
は現状をしっかり認識した上で、市
民の利便性の向上、リサイクル率
の増加をめざし、取り組んでまいり
たい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

12,860千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

状態の良い家具が減少したことと、家具を再生
する職員の確保が難しかったため。

粗大ごみリユース
拡大事業

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ご
み収集事業をリサイクルふれあい館において一元
化し、「もったいないの心」推進事業の一環として実
施していた「再生可能な家具の回収業務」も付加す
ることにより、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃棄
までを一体的に行う。

期間

H29年度～

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

再生家具候補の回収数量

粗大ごみを、ごみとして処分するのではなく、資
源物として活用した点数で示すことにより、、ご
みの減量の成果が分かりやすくなるため。数値
は前年度の実績を基に決めるが、コロナウイル
スの影響による再生家具の数の減少や作業の
遅れを加味している。

最優先 自治事務

R1予算現額 R1決算額（見込み）

13,394千円 11,613千円

①粗大ごみの収集点数

②再生家具候補の回収数量

66,872千円 臨時職員 4.00 人

①25,220点

②1,709点

R1年度に改善した点

粗大ごみの収集に関しては増加しており、
収集においては職員のモチベーションを
高く保ちつつ、計画的に日々の収集点数
を増やして市民サービスの向上を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

再生家具候補があっても、それを再生す
る知識や経験を持っている人材の確保が
難しい。引き続き、人材の発掘に取り組ん
でまいりたい。

11,441千円

R1その他職員
従事割合

2,600点 1,709点

7.98 人
非常勤
特別職

0.00 人 2,500点 2,612点

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

1,200点

7.02 人
非常勤
特別職

0.00 人

58,350千円 臨時職員 4.00 人

R2年度目標

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化に取り
組むとともに、循環型社会の形成のための3Rのひとつで
あるリユース及びリサイクルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を手直
しした後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒布。小型家具
については常設頒布。②不用品登録：「もとめます」「ゆず
ります」として登録された品物の」情報提供。③もったいな
い市：「東所沢エコステーション」や拠点回収に出された古
着・陶磁器を分別し、利用可能なものを館内で展示のうえ
頒布。

2.43 人

期間

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　家具類や古着、陶磁器などをご
みとして処分するのではなく、手を
加えリユース品として再使用を促
進することで、市民に３Ｒの浸透を
図っているが、回収方法や分別・資
源化・頒布方法などにさらなる改善
の余地があるため。

事業利用者数
再生家具頒布申込者数+もったいない市利用者
数+エコステーション利用者数

　「もったいないの心推進事業」において、家
具・古着・陶磁器の頒布数がリユース・資源化
の指標として数値化でき、わかりやすい設定と
考える。なお、数値の根拠は、前年度の実績を
基に新型コロナウイルスによる休館などの影響
を考慮したものである。

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,290千円 7,032千円

①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数

③エコステーション利用者数

もったいないの心推
進事業

R1決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース
品頒布事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱
要綱

8,475千円 5,968千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人 32,000人 33,641人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

34,467人 目標達成済32,000人

0.00 人 R2年度目標

4.00 人
① 小型家具　　   874人
　　大型家具　　 7,272人
　　合計　　　　　 8,146人

②10，187人

③16，134人

R元年度目標 R1実績

4.00 人 27,000人

非常勤
特別職

2.00 人
非常勤
特別職

H15年度～ 16,624千円 臨時職員

20,363千円 臨時職員

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

もったいないの心啓
発事業

根拠法令 循環型社会形成推進基本法、

重要

H30決算額

6,385千円 5,658千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

40,000人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,390千円

41,289人

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　交通の利便性が悪いことに加え、
リユースショップやインターネット上
の売買が台頭するなかで、出張エ
コロ市や文化フェア、市民フェス
ティバルなどに参加しイチゴスト
ラップ作り講座を行ったり、まちづく
りセンターの子育てサロンにお邪
魔して３Ｒへの協力を依頼するな
ど、受け身でなく、こちらから積極
的に出向いて3R運動の普及啓発
を図った。また、チラシやＳＮＳを
使って、市民に情報発信をすること
により、目標値をクリアすることが
できた。

H30年度目標 H30実績

R元年度目標 R1実績

R1年度に改善した点

　啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリユー
ス・リサイクル品の引き取り場所である東所沢エコス
テーションについて、ひとりでも多くの市民に知っても
らい、利活用していただくことが目的であることから
講習会参加者を含めた来館者数を指標としている。
なお、数値は実績を基にしている。

まちづくりセンターの子育てサロンにお邪
魔して３Ｒへの協力依頼をすることにより、
環境啓発を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

　市民が「来館して勉強にもなったし楽し
かったので、また来館したい」と思ってもら
えるように、市民ニーズに対応した講座や
イベントの充実を図ったり、他の施設と連
携して事業を実施するなどして意識啓発
の充実を図っていきたい。

5,361千円
来館者数（講座・イベント参加者含む）

R1決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物
の減量及び適正処理に関する条例

①リサイクルふれあい館・東所
沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館内展
示（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で環境学習を
充実する。②催事の企画開催（エコロまつり、エコロ市、出
張エコロ市）等による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティ
バル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展示のほ
か、ホームページや情報誌発行による情報提供の研究。
⑤暮らしの中で3R（Ｒeduce・リデュース発生抑制、Ｒ
euse・再使用、Ｒｅｃｙｃｌｅ・リサイクル・再生利用）を実践す
るための場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等
の開催。

1.73 人
非常勤
特別職

0.00 人

14,497千円 臨時職員 1.00 人
①41,040人

②　6,484人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

40,000人 41,040人

期間 1.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H15年度～ 14,795千円 臨時職員 1.00 人 30,000人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1正規職員
人件費

H11年度～

3.60 人

509,154千円

Ｂ

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務

（仮称）第２一般廃
棄物最終処分場整
備事業

413,857千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

事業進捗状況
（土地の取得率：契約面積/事業用地）

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分
場を整備する必要があるため、各段階における
成果指標を設定した。
事業進捗に伴い土地の取得率を成果指標とし
た。

ＰＦＩ導入可能性調査を実施し、事業方式
の見直しを行い、事業推進を図った。

H30年度目標

期間

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

目標値の３９％に対し、３４％の実績であり、目
標値をやや下回った。
用地取得については、地権者の理解が全てで
あり、引き続き、理解が得られるよう丁寧な説
明を心掛ける。

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処
分場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備す
る事業である。

法定受託事務 法定受託＋附加 347,227千円 296,119千円

①PFI導入可能性調査の実施

②用地購入

R1予算現額 R1決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

非常勤
特別職

0.00 人 23.0%

臨時職員

4.65 人

1.00 人 43.0%

30,168千円 臨時職員 1.00 人

①事業方式がＤＢ+Ｏ方式に決
定した

②19,711.37㎡

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人

R1その他職員
従事割合

34.0%

R2年度目標

39.0%

評価指標の目標値をやや下回って
いるが、用地取得については、一
定の成果を得られた。
引き続き、今後も、地権者へ丁寧
な説明を行い、事業への理解を得
ながら進めていく。

23.0%

38,651千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も引き続き、地元の周辺整備要望に
対する対応などがあることから、より一層
丁寧に説明を行い、理解を得ながら事業
を進めていく。



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

どのように貢献したか

生活に伴って排出されるし
尿や浄化槽汚泥等を適正か
つ安定的に処理すること
は、生活の基盤に不可欠な
ものとして貢献している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運搬
することは、生活の基盤に
不可欠なものとして貢献して
いる。

どのように貢献したか

高齢又は障害等により、自
らごみ集積所にごみを出す
ことが困難な市民の生活環
境の向上及び安全確保に貢
献している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運搬
することは、生活の基盤に
不可欠なものとして貢献して
いる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

593,892千円

重要

H30決算額 指標名

1トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

H30年度目標

自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を下回り目標を達すること
ができた。
今後は、さらに経費削減に努めて
いきたい。

R1年度に改善した点

生活ごみの効率的な収集を目的としているの
で、1トン当たりの収集に係る経費を指標とす
る。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

令和２年度に東西の事務所が統合される
ことに伴い、ごみ集積所の相談や申請の
窓口が一つになるため、市民や開発業者
に対し、市の広報紙やHPなどを通じPRを
行った。

目標達成済

法定受託＋附加 84,813千円 74,539千円
①年間ごみ収集量

②年間経費

ごみ収集事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 88,037千円 70,633千円

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴うごみ集積所の設置・維持管理についての
指導及び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報
管理システムの運用管理を行う。

75.04 人
非常勤
特別職

27,786 25,298

25,298

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

628,835千円 臨時職員 3.85 人
①28,131t

②664,525千円

R元年度目標 R1実績
本事業は、家庭から排出されるごみの分
別による資源物の有効活用を促進し、循
環型社会の確立を目指すものであり、市
民の理解と協力が必要であることから、ご
みの分別についての啓発や指導を引き続
き行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

23,623

期間 71.45 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S26年度～ 臨時職員 2.25 人 23,623

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を上回り目標を達すること
ができた。
今後も利用拡大に努めていきた
い。

607千円 768千円
①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数
年間利用世帯数

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1予算現額

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
当制度について周知、啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数を指標とする。目標値と
しては、年間利用予定世帯数を目標とした。

令和２年度からの東西事務所統合に向
け、安定的な収集作業ができるよう、コー
ス見直しなど移行準備を行った。

ふれあい収集事業

根拠法令

所沢市ふれあい収集実施要綱 651千円 762千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30実績

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

5.61 人
非常勤
特別職

690世帯 683世帯

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

661世帯

660世帯

目標達成済660世帯

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

47,012千円 臨時職員 0.05 人
①661世帯

②660世帯

R元年度目標 R1実績

今後、「ふれあい収集」の利用者の増加が
見込まれることから、担当者の育成をはじ
め、収集体制を整える必要がある。期間 4.10 人

非常勤
特別職

R2年度目標

H17年度～ 34,079千円 臨時職員 0.30 人

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

重要 自治事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

年間ごみ日程表通りに滞りなく、ご
みを収集することが出来たことか
ら、安定的な収集体制が確保でき
ていると考えている。また、市全域
での古着・古布の品目別収集を継
続して実施し、燃やせるごみの減
量化及び資源化に努めた。

R1年度に改善した点

民間事業者への委託割合
（委託地区の世帯数/市内の全世帯数）

市民生活の生活環境の保全と、公衆衛生の向
上を図るため、安定的な収集運搬体制を確保
する必要がある。このため、計画的に委託拡大
を図っていくことが重要であることから委託割合
を指標とした。

令和２年度から民間業者への委託割合を
70%に拡大していくことに伴い、安定的な
収集業務を履行できるよう移行準備を
行った。

H30年度目標 H30実績

法定受託事務 法定受託＋附加 598,374千円 598,374千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

637,105千円 637,105千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

　将来にわたり安定した収集体制を維持するため民
間委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆衛生
の向上を図る。市民が年間ごみ日程表に基づき委
託地区内のごみ集積所に出したごみを委託業者が
収集し、東部・西部クリーンセンター等に運搬する。

0.62 人
非常勤
特別職

55.0% 55.0%

5,196千円

R1正規職員
人件費

R1実績

民間委託地区拡大後も安定的な収集運
搬体制を維持するとともに、市民サービス
の向上を図りながら事業を実施していく。

R1その他職員
従事割合

55.0% 55.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2年度目標

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

臨時職員

①35,653t

②259日

R元年度目標

H17年度～ 5,403千円 臨時職員 70.0%

期間 0.65 人
非常勤
特別職

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

根拠法令

H24年度～

H30年度目標
H30正規職員
人件費

5,196千円

100.0%9,642千円

0.00 人
①243日

②18,015（t/年）

③44（項目）

R1正規職員
人件費

0.00 人 100.0%

安定した処理が行われていたかどうかを客観
的に判断するため、衛生センターからの排水に
対し下水排除基準と比較することとした。目標
値は100%とする。

100.0%

①稼働日数

②し尿及び浄化槽汚泥処理量

③下水排除基準達成項目数
H30その他職員
従事割合

100.0%

R1その他職員
従事割合

100.0% 目標達成済

H30予算現額 H30決算額 指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

119,598千円

下水排除基準達成率
（下水排除基準達成項目数/下水排除基準項目
数）

113,467千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

公共下水道の整備によりし尿汲み取り世
帯数及び浄化槽世帯数は減少傾向にな
ると考えられるものの、市町村の処理義
務を果たすため、引き続き安定した施設
の運営、維持管理業務を行っていく。

R1年度に改善した点

成果指標の目標を達成できてお
り、衛生センターの運転管理にお
いて安定したし尿処理が行われて
いたと判断できる。今後も本事業を
継続することにより、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上に努めて
いきたい。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 117,364千円 113,180千円

期間

R元年度目標 R1実績
　公共下水道未整備区域等で発生するし尿及び浄
化槽汚泥について、市民の生活環境の保全及び公
衆衛生の向上に支障が生じないように、し尿処理施
設にて適正に処理する。

0.62 人
非常勤
特別職

臨時職員

し尿処理施設運営
管理事業

事業の目的及び具体的な内容 H30実績

1.16 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人

R2年度目標

運転管理者と協議を重ね、機械設備等の
耐用年数や重要度に応じ、効率的かつ効
果的な施設の維持管理や修繕を実施する
ための計画づくりを行った。



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

どのように貢献したか

不法投棄防止対策として地
域環境の保全に貢献してい
る。

１５．陸の豊
かさを守ろう

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 指標名

R1決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

7,923千円 7,501千円

①処理件数

②不法投棄物撤去量

③パトロール稼働日数

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標を達成しており、地域の
環境保全、公衆衛生の向上等に関
して、一定の成果が得られていると
考えている。今後も本事業を継続
することにより、不法投棄による環
境悪化の防止に努めていきたい。

R1年度に改善した点

本事業で撤去した不法投棄物の撤去量

本事業を継続することで地域の環境保全の維
持と公衆衛生のの向上、不法投棄未然防止の
推進が図られると考えられるため、不法投棄物
の撤去量を指標とした。

不法投棄の状況により、パトロール経路
の調整を行った。また、不法投棄物の量
によっては職員によるサポートも実施し
て、迅速な回収に努めた。

H30年度目標 H30実績

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,061千円 7,680千円

不法投棄防止パト
ロール及び撤去事
業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

　不法投棄多発地域をパトロールし、不法投棄物を
撤去することで、地域の環境保全を維持し、新たな
不法投棄を未然に防ぐことを目的とする。

0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 16,605kg 14,420kg

16,605kg 11,920kg

6,034千円 臨時職員 0.00 人
①634

②11,920kg

③201日

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

H13年度～ 6,068千円 臨時職員 0.00 人 16,605kg

0.73 人期間

不法投棄をなくすためには、早期発見・撤
去・処理することにより不法投棄されにく
い環境をつくることが重要と考える。この
ため、引き続き本事業を継続し、公衆衛生
の向上と不法投棄未然防止に努めていき
たい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度目標


